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□4文字熟語が踊る政局、合従連衡、離合集散、右往左往
　いよいよ4日から総選挙が公示される。多くの新党が誕生し、合流したり離れたり、まさに「合従連衡」という言葉と「離合集散」という言葉が交錯した日々を国民は見せられた。さらに、それぞれの新党の基本政策、とりわけ原発に対する政策が「右往左往」している姿も見せつけられてきた。一体、代表が発言していることと、代表代行の発言していることが真逆の発言になっていることを日本記者クラブの党首討論で、はしなくも露呈した維新の会の姿は、国民にはテレビを通じてどうなっているのか、と思ったに違いない。今後の選挙戦を通じて、国民がどのような審判を下すのか、16日の投開票までの動きと結果に注目したい。それにしても、民主党に対する国民の批判は実に厳しいものがある。「党首力」の差や、「世襲議員」に象徴される「古い政治」への復帰批判は、意外に浸透していない。それだけ、この3年余の民主党政権の実績への批判が根強かったのだろう。しっかりと受け止め、今後の糧とする以外にない。
□毎日新聞「Ｓストーリー」11月25日の記事に注目
なぜ、解散・総選挙が11月16日になったのか
　実は旧聞に属することになるのだが、11月25日付の毎日新聞の「Ｓストーリー」という欄で、「３党連携の芽　残す」―野田首相の捨て身解散―「隠し続け守った約束」という記事が印象に残っている。小生は、毎日新聞を自宅で購読していないため、後からその記事を目にしたのだが、取材スタッフの名前もきちんと明示され、実によくこのような背景について調査し掲載したものだと評価せざるを得ない。まさに、「近いうちに国民に信を問う」という8月8日の約束が、なぜ11月14日の党首会談の日になったのか、ということを取材したものなのである。
　総理の最初の決意は、10月解散、11月選挙というものだったという。それが延びざるを得なかったのは、代表選挙での細野大臣（当時）の出馬の動きであり、支持率の低迷する野田内閣から、若くてイケメンの細野氏を選挙の顔にした方が生き残りを図れるとして、党内に燎原の火のごとく広がりを見せ始めたのだ。その仕掛け人が輿石幹事長であり、野田総理は当初総選挙の顔となる幹事長には別の人を当てるとしていたが、急遽輿石幹事長に引き続き政権運営に協力を求め、代表選挙で無事再選したものの、解散先送りを余儀なくされ，輿石幹事長の続投に至ったというものである。
□「ミスターⅩ氏」の発言から読み取れるもの
　この記事には、今年の2月頃からの野田総理と谷垣前総裁との生々しいやり取りをはじめ、多くの政治家からの取材記録を掲載しており、実に興味深い。ただ、その中でこの取材記事の中心的な位置を占める「Ⅹ氏」なる人物について、それが誰なのかというより、その発言の中身が重要である。その発言を追っていくと、
　　「12月投開票というのは、首相は早くから決めていた。10月初めには聞いていた」
　　「民主党は一度、スリムにして再出発しないといけない」（首相の発言を紹介）
　　「それしかない状況だった。週をまたげば、離党者がさらに出て政権が持たない。だから、あそこで言うしかなかった」（なぜ11月14日党首会談での発言になったのかについて）
　　「それは既定路線だった。衆院選になったら幹事長にはテレビに出てもらわないといけないから」（当初は幹事長交代が当然視されていた事について）
　　「首相が公邸であった自民党の政治家は２人いる。名前は言えない」
　　「仮に衆参ともに民主党が単独過半数を握っていたら、自民党は消費増税に反対し、小沢氏たちも反対して、消費増税は通らなかったかもしれない。ねじれていたからこそ、民自公3党の協力ができた面は否定できない。首相にはそういう思いがある」
□野田総理と谷垣元総裁の発言、「三党合意」の重み
最大の障害は、安倍新総裁ではないのか
　以上の発言とともに、野田総理が14日の党首討論の後で谷垣総裁に対して電話されたやり取りの中身に注目したい。
　　「ちょっと遅くなったが、お約束したことは果たした。もう少しオーソドックスにやりたかったが、私もいろいろと手かせ、足かせがあって・・・・」　
　　「ご決断を私どもも高く評価している」
　谷垣元総裁の記者会見（11月21日）での発言
　　「12月16日投票では、組閣して年内に予算編成できるかというと極めて難しい。野田さんは私に『もう少しオーソドックスにやりたかった』とおっしゃった。10月に解散して11月に投票するタイムスケジュールでやりたかったんじゃないかと思う」
　このようなやり取りを読むにつけ、野田総理が「社会保障・税一体改革」に政治生命をかけ、それを実現させた民主・自民・公明の「3党合意」を守り抜くために全力で頑張ってこられたことがよく理解できるように思う。それは、これからの選挙戦を通じて収斂されていかなければならないのだろうが、その路線の最大の脅威は自民党の安倍総裁なのではなかろうか。安倍総裁の発言を見る限り、消費税の引き上げさえも、デフレの継続を理由にして延期ないし停止を言い出しかねない。その時以降、日本の国債への信認や円に対する信認の危機、金融機関の信用不安の再燃、金利上昇に伴う財政危機から財政破たんといった流れが襲うのではないか、という思いが募る。
□危機管理国家、「大連立政権」しか対処できないのでは
　考えてもみて欲しい。日本の国家財政の現状は、まことに危機的状況にある。毎年の税収だけでは、歳出の半分も賄えていない。毎年の国債発行額は新発債だけでなく、借り換え債も含めれば約150兆円にも達する。そして、累積した借金の総額は１千兆円を超してしまった。GDPの200%を優に超している。これから先、この国の財政の発散を止めるには、GDPの伸び率の方が、金利の伸びよりも2倍以上多くなければならないのだが、現実には逆に金利の伸びの方がGDPの伸びよりも上回っているのが現実なのだ。
日本の財政を維持可能にしていくためには、もちろん経済成長が必要なのだが、人口減少化の日本では成長率の伸びは、せいぜい1％程度が限度であり、残念ながら多くを期待できない。社会保障の自然増だけでも毎年１兆円を超すことも明確であり、少子化対策や雇用の充実もやらなければならない。社会保障の財源についての見直しによる削減も必要なのだが、それ以上に社会保障財源の伸びは必要であり、不可避である。それに、財政再建に要する金額も財政規律の観点から不可欠である。幸いというべきか、日本のマクロ的な国民負担率は先進国では最も低い国に属しており、十分に引き上げは可能である。であるならば、今後の国民に対するさらなる負担は避けられないのであり、「三党合意」の路線を貫いていく以外にない。願わくば、その路線を進めることができる強力な政権こそが継続してほしいし、危機管理国家としての「大連立政権」の樹立が必要になっているように思われてならない。
　明日からの選挙戦、大いに注目し期待したい。
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